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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、第二次世界大戦後の日本の教員養成における教育実習・教職体験
的学習の位置づけを、日韓の比較教育史の視点から明らかにしようとするものである。
　こうした目的のもと、戦後初期の日本における教育実習・教職体験的学習に関する史資料調査、戦後日本にお
ける教育実習の評価研究の史的展開の整理、戦後韓国における教員養成カリキュラムと教育実習の変遷に関する
資料調査、現代韓国における教育大学校の教育実習に関する資料調査、現代日本における教育実習指導担当教諭
及び園・学校経営者に対するインタビュー調査、現代韓国における教育実習指導担当教諭に対するインタビュー
調査を実施した。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study was to clarify the position of educational 
training and experiential learning in teacher training in Japan after World War II from the 
perspective of comparative educational history between Japan and Korea.
　With these objectives in mind, we conducted a survey of historical materials on educational 
training and experiential learning in Japan in the early postwar period, organized the historical 
development of evaluation research on educational training in postwar Japan, surveyed materials on 
the transition of teacher training curriculum and educational training in postwar Korea, surveyed 
materials on educational training at colleges of education in modern Korea, and examined materials 
on teaching practice in Korea. Interviews with teachers in charge of educational training and 
preschool/school management in modern Japan, and interviews with teachers in charge of educational 
training in modern Korea were conducted.

研究分野： 戦後日本教員養成史

キーワード： 教員養成史　教師教育　日韓比較教育史　教育実習

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　戦後日本では、「観察・参加・実習」という考え方や学びの方法が導入された。戦後初期、この「観察・参
加・実習」をめぐって、教育実習に研究的側面を取り入れること、自己評価も含んだ評価方法の改善や教育実習
を中心とした養成教育全体の構造化が重要であることが強調されていたが、こうした点は現代に至るまで、養成
現場においても教員養成史研究においても、十分に追究されてきたとはいえない。
　本研究は、こうした研究状況を進展させる学術的意義を持つだけでなく、韓国との比較の視点を取り入れたこ
とで、現代日本の教育実習・教職体験的学習や教員養成のあり方を再考する視点を提供する社会的意義を持つも
のである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 第二次世界大戦後、日本の大学における教員養成は、一貫して実践的指導力の育成が不十分と
の批判を受けてきた。こうした批判を受けて、近年は教育実習や教職体験的学習を強化する大学
が増えつつある。教職体験的学習とは、狭義には 1990 年代末頃から増え始めた「学校ボランテ
ィア」や「教育インターンシップ」などと呼ばれる課外活動や授業科目を指すが、広義には、戦
後初期から見られた、教育実習の前段階あるいは教育実習の一部として実施する観察実習や参
加実習、「教育実地研究」といった科目をも含む。こうした学習は、もともと多様な形をとって
いたが、研究開始当初には、政策レベルでも大学の実態レベルでも画一化の方向に進み、教育実
習の単位の一部に置き換えられつつあった。 
 戦後日本の教員養成は、開放制のもと、各大学の多様性・独自性の中で、多様な教員を育成す
ることを理念としてきたが、研究開始当初、こうした画一化の中で、戦前と同様、採用側のニー
ズに合う教員が画一的に育成されるのではないかという懸念があった。こうした現実に対し、開
放制教員養成を維持するためには、教育実習や教職体験的学習がいかにあるべきかを検討する
必要があった。他方で、先行研究では、そもそも戦後の教育実習や教職体験的学習がどのように
戦前と異なり、あるいは戦前と共通だったのか、教育実習・教職体験的学習が養成教育全体にど
のように位置づいてきたのか、意義や課題はどこにあったのかといったことが明らかにされて
こなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、戦後日本の教員養成における教育実習・教職体験的学習の位置づけについて
明らかにすることであった。より具体的にいえば、戦後の教育実習・教職体験的学習は、戦前師
範教育の何をどのように乗り越え、あるいは乗り越えようとしてきたのか、その意義と課題はど
こにあるのかを実証的に明らかにすることであった。その際、韓国との比較の視点を取り入れた。
その理由は、韓国では、第二次世界大戦後も戦前日本と同様の目的養成システムが維持されなが
らも、同じ社会状況に直面した場合に教員養成に向けられる批判は日本と類似性が高いこと、教
育実習や教職体験的学習は日本とほぼ同時期に同様の改革が進められていることにあった。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、比較教育と教育史の手法を用い、史資料調査・文献調査・インタビュー調査を通し
て課題に迫っていった。 
 
４． 研究成果 
 本研究の成果は、大きく分けて 3点あった。 
（１）戦後初期の日本における教育実習・教職体験的学習 
 戦後初期、「観察・参加・実習」をキーワードとした新たな教育実習がアメリカからもたらさ
れた。それは、4 年間かけて履修する、他の教職科目と密接にかかわらせながら学ぶ、子どもを
着実に看取り分析する科学的な観察から始まり、担任教師のサポートや地域の教育・福祉の現場
での活動という面での参加をふんで、学校の子どもたちの前で授業を実際に行う実習を行う、と
いった特徴があった。実習期間についても、現代日本より圧倒的に長く設定されていた。「観察・
参加・実習」というキーワード自体は、たとえば 2017 年教職課程コアカリキュラムにも挙げら
れているように、現代日本でも政策レベル、あるいは教員養成系大学・学部などにおいて用いら
れている一方で、戦後初期の理念や試行については看過されている。こうした状況にも関わらず、
先行研究では一部の事例研究を除き、教育実習・教職体験的学習に関する歴史的研究が十分蓄積
されておらず、研究的な基盤が乏しいまま、現代の教育実習・教職体験的学習をめぐる改革が政
策的にも推進されていきそうなのが、日本の現状である。 
 こうした現状に対して、議論の基盤となりうる研究の展開を目指し、米国教育使節団報告書や
東京第一師範学校案、都内の教員養成を担う大学の教官らによる私的研究会による案、日本教育
大学協会案、附属学校案などをもとに、戦後初期の日本の教育実習・教職体験的学習の特徴とし
て、以下の点を明らかにした。 
 すなわち、第一に、戦前師範教育を「形式的」で「一定の型にはめ込む」と批判的に評価した
うえで、こうした課題を克服するため、教職科目の中心に教育実習・教職体験的学習を位置づけ、
「観察・参加・実習」といった教職経験的課程を編成し、「大学の講義」による学びと「現場で
の実際」による学びを密接にかかわらせようとするものであった。 
第二に、「現場での実際」は学校に限られるものではない。子どもが育つ地域社会全体、教育

を動かす行政全体を理解しながら、学校、地域、行政を含んだ教育・福祉機関という「現場」で
4年間学ぶことを重視していた。 
第三に、観察・参加後のいわゆる本実習は、小学校教員志願者は 3 年次、中学校教員志願者は

4 年次がよいとされた。前者は実際をできるだけ早く知り、4 年次への課題をあぶりだすことを
重視し、後者は教科の知識や技術をできるだけ高めてから行うことを重視した結果であった。た



だし、教育実習の 3 年次履修については、実習校との調整や、地域内の他大学との調整で困難を
極め、大規模な附属学校を持たなければ実現は難しい構想でもあった。 
第四に、教育実習や教職体験的学習を通じて学生の力量をのばすには、実習生に対する学校か

らの評価、大学からの評価だけでなく、実習生自身による自己評価をいかに行うか、それを他者
評価とどのように結びつけていくのかが重要だとされた。ただし、理念レベルで重要だとされた
自己評価を具体的にどのように展開していくのかについては、1950 年代以降は顧みられなくな
っていった。 
 以上のような特徴は、戦後初期、開放制教員養成を展開し始めたなかで追究されたものである。
他方で、（３）で述べる韓国の現状と非常に似ている面も多い。韓国のような教育実習・教職体
験的学習のあり方は、目的養成においてだけでなく開放制においても実現可能である一方で、開
放制ならではの課題もあることが、本研究を通して明らかになった。また、とくに自己評価のあ
り方については、（２）で述べるように、1980 年代以降の研究において課題になり、各大学で多
様な実践も広がっている一方で、その実践をいかに評価し、今後の改善につなげていくかについ
ては、評価が定まらない面がある。 
 
（２）戦後日本における教育実習をめぐる評価研究の変遷 
 教育実習における評価研究の変遷史については、体系的な先行研究がない。そのため、本研究
では、CiNii の論文データベースを頼りに、研究の始まりが 1970 年代であること、2000 年代以
降、量的な増加と質的な変化が顕著であることの 2 点を重視したうえで、1971～2000 年までを
第一期、2001～10 年までを第二期と判断した。 
この第一期は、さらに 6 つに時期区分（1971～75 年，76～80 年，81～85 年、86～90 年、91

～95 年、96～2000 年）を設けた。そのうえで、各時期における研究のリストアップ、とくに研
究目的の整理をふまえ、緩やかにコーディング、すなわち、共通項でくくり、命名して、研究の
キーワードを浮上させ、キーワードを中心に各時期の研究の特徴を浮き彫りにした。その結果，
研究の黎明期ともいえる 70 年代には、実習生の指導技術を分析するものが多かったが、80 年代
以降は、自己評価を対象とした研究へ重心が次第にシフトしていることが明らかとなった。その
背景として、単に方法論が変化したというだけでなく、教育実習観そのものの変化に加え、それ
に伴う実習校（や指導教諭）・実習生・大学の関係性の変化が指摘できた。 
 次いで第二期については、第一期と同様、リストアップと目的の整理をしたうえでコーディン
グやキーワードを抽出したが、研究の膨大さゆえにここではさらにカテゴリーもふまえて、各時
期の特徴を浮き彫りにしていった。その結果、次の三つの研究が顕著に増加していることが明ら
かになった。すなわち、第一に、実習生の意識に焦点を絞った研究、第二に、意識だけでなく行
動も含んだ実習生の変化に着目した研究、第三に，資質・能力の明確化とそれに基づく評価ツー
ルの開発までをセットで行う研究である。 
 なお、2010 年代以降の研究は、政策変更との絡みなどから、歴史的な評価が難しいため、今
後の課題とした。 
 
（３）戦後韓国における教員養成カリキュラムと教育実習・教職体験的学習 
戦後の韓国における教員養成カリキュラムと教育実習・教職体験的学習の現状を明らかにす

るために、次のような三つの研究課題に即して、研究を進めた。 
第一に、韓国の初等教員養成カリキュラムと教育実習の変遷過程を明らかにすることである。

韓国の初等教員養成は、戦後一貫して目的養成をとってきた一方で、現在に至るまで、養成校の
レベルは師範学校から二年制大学、その後、四年制大学というように、昇格してきた。そして、
現在は、教育大学校を中心とした、「高度」専門職の養成を目指している。国が定めた教員資格
検定基準において、教職科目は、教職理論、教職素養、教育実習より構成され、うち教育実習は
「学校現場実習」と「教育奉仕活動」に二分される。こうした教育実習体系は、大学レベルでの
養成が始まった 1960 年代から今日まで複雑な変遷過程を辿ってきたが、そのなかで、学校現場
実習の単位数は 2 単位から 4 単位へ増加し、また、2009 年から教育奉仕活動が導入された。
2000 年代に入るころから教職体験的学習が重視されるようになってきたのは日本と共通だが、
日本よりも早くから単位化され、より重視されているのは、目的養成ならではの特徴である。た
だし、欧米を中心とした諸外国と比べると、2000 年代に入る頃までは、実習期間や単位数は少
なく設定され、日本に近い。 
第二に、現代の韓国の初等教員養成における教育実習の実態と日本との差異性を明らかにす

ることである。具体的には、教育大学校における教育実習の仕組みと内容を分析した。その結果、
日本と大きく異なり、次の三つの特徴を持つことが明らかになった。すなわち、①教育実習は 3
～5 段階の実習類型で構成され、参観実習から始まり、その後、参加実習、授業実習、実務実習
が続く形で展開されている。②実習段階ごとに 1～4 週間、計 8～10 週間の実習が行われ、教職
志望者に多様な学校現場体験を提供するプログラムとなっている。③ほとんどの教育大学校に
おいて、教育奉仕活動に該当するプログラムが設定され、30～60 時間の活動が求められている。
このような教師の役割と職務を網羅した実習プログラムを運用し、総合的な指導能力の育成を
図っている。この研究からは、大学校ごとの実習プログラムの多様性と、学生の学修状況に応じ
たプログラムの多様性は、これからの日本が政策的に目指していることと共通する点もあり、参
考にできる面がある一方で、開放制を維持する日本での導入には困難を伴う点が明らかになっ



た。 
第三に、これからの日本の教員養成における教育実習の内容及び運営方法を考えるための基

礎資料とするため、現在の教育大学校における具体的な実践事例について、その目的や特徴を明
らかにした。すなわち、研究対象校の教育実習は、段階的な実践的指導力の育成という目的のも
と、「参観実習」「農漁村及び島嶼僻地実習」「学習指導実習」「教育実習Ⅰ」「教育実習Ⅱ」「奉仕
活動」の 6 面から教育実習を構成し、8 週間の実習と教育奉仕活動 110 時間以上を 4 年間にわ
たって体系的・連続的に履修するプログラムとなっていた。さらに、さまざまな背景を持つ子ど
もに対する指導力の育成という目的のもと、地域の教育・福祉現場での実践経験をふませ、教育
の社会的課題をも理解しながら力をのばしていくような運営上の工夫をしていた。こうした目
的や特徴は、日本ではこれから必要になるだろう。開放制をとる日本での導入は困難が伴うかも
しれない一方で、本研究は、日韓比較史の視点を持ってきたからこそ、戦後初期の日本が、開放
制のもとで展開され（ようとし）ていた内容に非常に近い面が多いことも、明らかにできた。 
韓国の教育実習や教職体験的学習は、日本と違い、法令化された教育資格検定基準において規

定されている。ただし、日本も韓国も、子どもの変化や教育課題の多様化・複雑化に対応するた
めに教育実習や教職体験的学習を重視しようとしてきた点は共通である。韓国は実際に履修単
位数を増やし、養成カリキュラム全体に占める教育実習の重要度は増してきている。教育実習も
教職体験的学習もひとまとまりにして、参観から始まり、授業を行う、学校実務を経験するなど
して、体系的に学び、段階的に実践的指導力を育成できるような内容を目指して、改変が急速に
進められてきた。あわせて、教育奉仕活動を通して、個々の子どもに対応する力の育成も目指し
てきた。さらに、4年間通して、地域の理解や社会に対する理解といった幅広い視野も持ちなが
ら、将来教職で活躍するための資質・能力の育成をできるようにするという課題意識も顕著であ
った。こうした韓国での教育実習・教職体験的学習をふまえてこれからの日本のあり方を検討す
ることは、今後の課題としたい。 
 
（４）まとめ 
 本研究を通して、日本では、戦後初期に戦前師範教育の課題を乗り越えるために、「観察・参
加・実習」という考え方が導入されて以降、現代に至るまで繰り返しこの考え方が強調されてい
るが、当初重要だとされた教育実習における研究的な側面をはじめとした実習の内容や評価の
あり方をめぐる改革は十分進展せず、養成教育全体における教育実習・教職体験的学習の位置づ
けがあいまいなまま、教育実習・教職体験的学習が迷走してきたことが明らかになってきた。今
後のあり方を考えるにあたり、教育実習・教職体験的学習を教職科目の中にどのように位置づけ
るのかをまず明らかにし、次いで、養成教育全体でどのように位置づけるのかを検討していくこ
とが必要である。その際、いわゆる本実習の履修年次をいつにするか、実習期間をどれくらい設
定するか、実習や体験的学習をどこで展開するか、一定の時期にまとめて行うのか、逆に他の科
目の履修や卒業研究と並行しながら行うのか、自己評価と他者評価をどのように関連させるの
かなど、検討すべき課題が多い。目的養成をとればこうした課題を解決しやすいのかというと、
必ずしもそうではないことは、日韓比較教育史の視点をもって展開してきた本研究から明らか
である。 
 また、（１）～（３）のほかにも、小学校・中学校の両方の免許状を取得する養成教育の中で
教育実習・教職体験的学習が直面してきた課題、実習指導が学校の実習指導担当教諭に大きく任
されていることに起因する課題などについても、本研究では調査を行ってきた。こうした調査か
らは、両免取得によって教育実習や教職体験的学習といった子どもの実際から学ぶ機会が増え
る大学もある一方で、多くの場合は理論などの学びに新たな課題が出てくること、実習指導担当
教諭の教育観は実習生に強く伝達される一方で、理論についてはそれを学ぶ意義さえあいまい
になる場合も多いといったことが仮説的に示された。 
 本研究での成果を基盤に、今後、教育実習・教職体験的学習のあり方にとどまらず、実習校と
大学との連携、理論と実践の往還、地域での学びと教育実習と大学での学びの三者関係などのあ
り方についても、検討を重ねていきたい。 
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に関する歴史的検討」『日本教科教育学会誌』43（4），pp.13-23 
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